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政 令 の 改 正 に つ い て

「古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法に基づく、歴史的風土特別保存

地区内における行為の制限等について」について、平成１３年７月１６日付けで国土交

通大臣から社会資本整備審議会会長あてに諮問があり、同日、同審議会から歴史的風土

分科会に対して審議の付託があった。

歴史的風土分科会での審議結果は、７月１９日付けで社会資本整備審議会会長に報告

され、同日、同審議会会長から国土交通大臣あてに答申された。

、 、 、この答申を踏まえ改正された政令案は ８月３日の閣議決定を経て ８月８日に公布

同月２４日に施行した。

改正された政令 古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法施行令 以下 古（ 。 「

都保存法施行令」という ）の内容は、次のとおりである。。

１ 歴史的風土特別保存地区内において許可を要する行為に、屋外における土石、廃棄

物又は再生資源の堆積を追加した （古都保存法施行令第２条第２号）。

２ 歴史的風土特別保存地区内において許可を要しない通常の管理行為、軽易な行為そ

の他の行為（以下「管理行為等」という｡)について､

○ 管理行為等に、屋外における土石、廃棄物又は再生資源の堆積で、面積が１０㎡

以下であり、かつ、高さが１．５ｍ以下であるものを追加した。

（古都保存法施行令第５条第８号）

○ 管理行為等とされている建築物の存する敷地内で行う行為から、屋外における土

石、廃棄物又は再生資源の堆積で、高さが１．５ｍを超えるものを除外した。

（古都保存法施行令第５条第９号ロ( )）8

３ 屋外における土石、廃棄物又は再生資源の堆積に係る許可基準としては、当該堆積

を行う土地及びその周辺の土地の区域における歴史的風土の保存に支障を及ぼすおそ

れが少ないことを定めた。

（古都保存法施行令第６条第１３号）



４ その他（歴史的風土保存区域における届出）

歴史的風土保存区域内において届出を要しない通常の管理行為、軽易な行為その他

の行為（以下「管理行為等」という ）について、。

○ 管理行為等に、屋外における土石、廃棄物又は再生資源の堆積で、面積が６０㎡

以下であり、かつ、高さが１．５ｍ以下であるものを追加した。

（古都保存法施行令第３条第７号）

○ 管理行為等とされている建築物の存する敷地内で行う行為から、屋外における土

石、廃棄物又は再生資源の堆積で、高さが１．５ｍを超えるものを除外した。

（古都保存法施行令第３条第８号ロ( )）3



参 考

古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法施行令の改正とともに 「都市緑、

地保全法施行令 「首都圏近郊緑地保全法施行令 「近畿圏の保全区域の整備に関す」、 」、

る法律施行令」についても所要の改正を行った。

都市緑地保全法施行令の改正

Ⅰ．緑地保全地区内における行為の制限

１．緑地保全地区内において許可等を要する行為として屋外における土石、廃棄物又

は再生資源の堆積を定めた。

２．屋外における土石、廃棄物又は再生資源の堆積のうち許可等を要しない通常の管

理行為、軽易な行為を定めた。

Ⅱ．国庫補助金の額

１．都市緑地保全法第１０条第１項の規定による国の地方公共団体に対する補助金の

額は、同項に規定する損失の補償又は土地の買入れに要する費用の額に３分の１を

乗じて得た額とした。

２．都市緑地保全法第１０条第２項の規定による国の地方公共団体に対する補助金の

額は、同項に規定する施設の整備に要する費用の額に２分の１を乗じて得た額とし

た。

首都圏近郊緑地保全法施行令の改正

１．近郊緑地保全区域内において届出等を要する行為として屋外における土石、廃棄物

又は再生資源の堆積を定めた。

２．屋外における土石、廃棄物又は再生資源の堆積のうち届出等を要しない通常の管理

行為、軽易な行為を定めた。

近畿圏の保全区域の整備に関する法律施行令の改正

１．近郊緑地保全区域内において届出等を要する行為に屋外における土石、廃棄物又は

再生資源の堆積を追加した。

２．屋外における土石、廃棄物又は再生資源の堆積のうち届出等を要しない通常の管理

行為、軽易な行為を定めた。


